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平成20年３月末に控えた漁協合併促進法の期限を前に､ 本県では現在の56漁協を最

終的に15漁協に再編することを目指している｡ 現在､ 合併を前提とした ｢認定漁協｣

に事前認定されている８地区において研究会､ 協議会を組織し､ 平成20年１月の合併

に向けた協議を進めている｡ 一部の地域で､ 合併の基本となる事項や定款を作成する

基本事項が合意された｡ しかし､ 促進法期限まで２年を切ったにもかかわらず､ なか

なか計画どおり進んでいないのが現状である｡ このような背景には様々な要因がある

が､ 中でも大きな課題となっているのは漁協間の財務格差が挙げられる｡ 協議組織か

ら離脱して単独での存続を決めた漁協もある｡ だが最近では､ 交付金や助成金の条件

に ｢認定漁協｣ ｢合併漁協｣ が挙げられる事例が増えるなど､ 今後は厳しい選択を迫

られることが予想される｡ 合併自体が目的ではないが､ 漁協は存続しなければならな

いし､ 漁業者の生活を守るためにも本年度を ｢正念場｣ ととらえて積極的に協議を重

ね､ 目標完遂のために邁進しなければならない｡
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注) １. 平成10年度合併計画策定時の漁協数：沿海地区55､ 業種別10､ 合計65漁協
２. 既に合併し､ ｢認定｣ を受けた漁協：３漁協
３. 現在､ 合併協議に参加している漁協：沿海地区31漁協 (不参加漁協：沿海地区19漁協)


